






③地域間移動の状況
令和５（2023）年の本市への転入の状況を転入前の居住地別にみると、県内では甲府
市が最も多く、全体の21.8％を占めており、次いで、南アルプス市6.8％、韮崎市5.0％と
なっています。また、全体の約４割が県外からの転入となっており、東京都が9.4％で最
も多く、次いで神奈川県6.1％、長野県3.7％となっています。
令和５（2023）年の本市からの転出の状況を転出後の居住地別にみると、県内では甲
府市が最も多く、全体の約２割を占めています。また、全体の約半数は県外への転出となっ
ており、東京都が14.1％で最も多く、次いで神奈川県7.2％、埼玉県4.0％となっています。
転入、転出共に、県内の移動は甲府市、県外の移動は東京都が中心となっていることが
わかります。

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入して算出しているため、
　合計が 100％にならないことがあります。
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転入の状況（転入前の主な居住地）

転出の状況（転出後の主な居住地）
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. . 婚姻の状況
我が国では、出産の多くが嫡出子であることを踏まえると、若い世代の特に女性の婚姻の
状況が出生数に影響するものと思われます。
本市の令和２（2020）年における男女別の有配偶率を国、県と比較すると、男女ともに
20代～40代の有配偶率は国や県に比べて高い状況です。

(6)
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【甲斐市】男性の有配偶率

【甲斐市】女性の有配偶率

9

③地域間移動の状況
令和５（2023）年の本市への転入の状況を転入前の居住地別にみると、県内では甲府
市が最も多く、全体の21.8％を占めており、次いで、南アルプス市6.8％、韮崎市5.0％と
なっています。また、全体の約４割が県外からの転入となっており、東京都が9.4％で最
も多く、次いで神奈川県6.1％、長野県3.7％となっています。
令和５（2023）年の本市からの転出の状況を転出後の居住地別にみると、県内では甲
府市が最も多く、全体の約２割を占めています。また、全体の約半数は県外への転出となっ
ており、東京都が14.1％で最も多く、次いで神奈川県7.2％、埼玉県4.0％となっています。
転入、転出共に、県内の移動は甲府市、県外の移動は東京都が中心となっていることが
わかります。

※構成比は小数点以下第２位を四捨五入して算出しているため、
　合計が 100％にならないことがあります。

２
　
本
市
の
人
口
の
現
状
分
析

転入の状況（転入前の主な居住地）

転出の状況（転出後の主な居住地）

8



一方、平成22（2010）年以降の男女別の有配偶率の推移をみると、女性の20～40代の
有配偶率は“35～39歳”を除き、年々減少傾向となっています。特に、女性の20代の有配偶
率は、平成22（2010）年から約３ポイント減少しており、晩婚化が進んでいる様子がうか
がえます。

２
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　　男性の有配偶率の推移　　

　　女性の有配偶率の推移　　
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. . 就業の状況
①就業者数と産業構造の推移
本市の就業者数の推移をみると、昭和55（1980）年頃から平成17（2005）年までは
増加傾向で推移していましたが、その後、令和２（2020）年頃には36,417人まで減少し
ています。
平成17（2005）年と令和２（2020）年を比較すると、第１次産業、第２次産業の就
業者数はともに減少傾向にありますが、第３次産業の就業者数が増加しており、相対的に
その比率が高まっています。

昭和55年
（1980年）

昭和60年
（1985年）

平成２年
（1990年）

平成７年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

令和２年
（2020年）

第１次産業 2,896 2,350 1,749 1,479 1,340 1,291 963 986 909
第２次産業 7,577 10,419 12,141 13,470 13,906 12,486 11,216 10,694 10,574
第３次産業 11,122 13,437 16,343 20,008 21,981 23,304 23,278 24,111 24,747
分類不能の産業 25 ６ 45 41 244 587 918 1,084 187
就業者数 21,620 26,212 30,278 34,998 37,471 37,668 36,375 36,875 36,417

（国勢調査）
※構成比は小数点以下第２位を四捨五入して算出しているため、
　合計が 100％にならないことがあります。

(7)
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＜就業者数と産業構造の推移＞
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②就業率の推移
令和２（2020）年の性別・年齢５歳区分別の就業率を国・県と比較すると、男女とも
に概ね国や県に比べて高い水準となっています。
また、平成22（2010）年と令和２（2020）年の本市の就業率と比較すると、女性は
すべての年代で就業率が上昇しており、M字カーブが緩やかになっていることがわかりま
す。男性についても、“45～49歳”“50～54歳”を除き上昇しています。

２
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現
状
分
析

　　性別・年齢５歳区分別就業率【男性】

　　性別・年齢５歳区分別就業率【女性】
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. . 現人口ビジョンの検証
①趨勢人口と目標人口
「甲斐市人口ビジョン」（平成27年策定）に記載されている、住民基本台帳人口の値を
基準に社人研の仮定値を用いて推計された本市の人口（趨勢人口）は、令和42（2060）
年に約56,000人程度まで減少するものと予測されています。
「甲斐市人口ビジョン」（平成27年策定）では、若者の転出抑制や子育て環境の改善
等の人口減少対策を推進することで、人口の長期的展望として、令和42（2060）年に約
64,000人の人口を維持することを目指しています（目標人口）。
なお、令和元（2019）年に改定された「甲斐市人口ビジョン（令和元年度改訂版）」
では、目標人口と実績に大幅な差異がみられないことから、この目標を踏襲することとし
ています。

(1)

３   本市の将来人口推計

＜平成27（2015）年　甲斐市人口ビジョン＞

■趨勢人口（すうせいじんこう）
出生・死亡・移動に関する動向が現在のまま変わらず、将来にわたり継続することを仮定した場合の人口
（＝人口減少対策を何も講じなかったことを仮定した場合の人口）
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②戦略効果の検証
「甲斐市人口ビジョン（令和元年度改訂版）」策定以降の人口動向（住民基本台帳人口
実績）を趨勢人口、目標人口と照らし合わせた結果は次のとおりです。

令和６（2024）年時点の目標人口74,180人に対して、住民基本台帳人口実績は
76,424人とこれを上回っており、順調なペースで推移している状況です。
また、様々な人口減少抑制策が講じられなかった場合の予測人口である趨勢人口と住民
基本台帳人口実績との差は、「総合戦略」等による人口減少抑制効果（戦略効果）による
ものとみなすことができます。
この戦略効果によると、令和３（2021）年が1,801人、令和４（2022）年が2,391
人、令和５（2023）年が2,476人、さらに令和６（2024）年が2,570人と大幅に上回っ
ており、本市の人口減少抑制の取り組みは順調にその成果を上げているものと捉えること
ができます。

推計
令和２年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

社人研推計準拠（住民基本台帳ベース）（趨勢人口） a 74,582 74,400 74,218 74,036 73,854 73,672
平成27（2015）年甲斐市人口ビジョン（目標人口） b 74,742 74,602 74,461 74,321 74,180 74,040

人口動向（住民基本台帳人口実績） ｃ 75,998 76,201 76,609 76,512 76,424

戦略効果 c-a 1,801 2,391 2,476 2,570
※いずれも10月1日
※趨勢人口、目標人口の令和３～令和６年の数値は、令和２年と令和７年の値から直接按分的に算出した結果。
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. . 目標人口の設定
直近の社人研の推計、国勢調査結果や住民基本台帳等に基づき、新たに複数のシミュレー
ションを行ったうえで、人口ビジョンを見直した結果は次のとおりです。（推計方法は前回
人口ビジョンを踏襲し、総人口に住民基本台帳の値を用いています。）
目標人口の設定に向けた新たなシミュレーションでは、人口動態統計における平成30
（2018）年～令和４（2022）年の本市の合計特殊出生率が1.70であることを踏まえ、令
和７（2025）年1.70を起点に、令和22（2040）年までに2.07に上昇するものとしていま
す。また、純移動率、生残率は令和５（2023）年社人研推計の仮定値に近年の傾向が反映
されていることを踏まえ、同一としています。
この結果、本市の中長期的な目標人口として、令和42（2060）年に約68,000人強の人
口を維持することを目標とします。これは、合計特殊出生率の増加や転入促進等、人口減少
の抑制に向けた様々な取り組みの効果により、「平成27（2015）年甲斐市人口ビジョン」
から約4,800人、「令和５（2023）年社人研推計準拠（住民基本台帳ベース）」から約
6,000人の増加を見込むものです。
本市では、これを実現するための施策を「甲斐市デジタル田園都市構想総合戦略」として
まとめ、デジタル技術を活用しながら、人口減少対策のさらなる推進を図っていきます。

(2)

＜甲斐市　目標人口シミュレーション＞
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■総人口

令和２年
（2020年）

令和７年
（2025年）

令和12年
（2030年）

令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

令和32年
（2050年）

令和42年
（2060年）

令和５（2023）年社人研推計準拠（住民基本台帳ベース） 75,998 76,066 75,042 73,568 71,737 67,627 62,545

平成27（2015）年甲斐市人口ビジョン 74,742 74,040 73,226 71,905 70,645 67,472 63,714

甲斐市目標人口（住民基本台帳ベース） 75,998 76,367 75,926 74,972 73,982 71,413 68,505

■合計特殊出生率の設定

令和２年
（2020年）

令和７年
（2025年）

令和12年
（2030年）

令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

令和32年
（2050年）

令和42年
（2060年）

令和５（2023）年社人研推計準拠（住民基本台帳ベース） － 1.54 1.55 1.57 1.58 1.60 1.60

平成27（2015）年甲斐市人口ビジョン 1.67 1.67 1.80 1.80 2.07 2.07 2.07

甲斐市目標人口（住民基本台帳ベース） － 1.70 1.87 1.87 2.07 2.07 2.07

■純移動率の設定

令和５（2023）年社人研推計準拠（住民基本台帳ベース） 社人研推計（2023年）による純移動率

平成27（2015）年甲斐市人口ビジョン 純移動率は、2025年まで社人研モデルと同一でなおかつ総合戦略からの転入
者が5年間で40人と設定し、2030年からは純移動率が均衡する設定

甲斐市目標人口（住民基本台帳ベース） 社人研推計（2023年）による純移動率
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	 	 甲斐市まちづくり基本条例

平成 25年９月 14日
条例第 19号

目　次
前　文
第１章 総則（第１条－第４条）
第２章 市民及び地域コミュニティの役割（第５条・第６条）
第３章 議会及び議員の役割（第７条・第８条）
第４章 市の役割（第９条－第 11条）
第５章 市民参加及び協働の推進（第 12条－第 14条）
第６章 市政運営の基本方針（第 15条－第 23条）
第７章 連携及び交流の推進（第 24条・第 25条）
第８章 実効性の確保及び条例の見直し（第 26条・第 27条）
第９章 補則（第 28条） 

附　則
私たちのまち甲斐市は、古くから様々な面で交流が盛んであった竜王町、敷島町、双葉
町の合併により、平成１６年９月１日に誕生しました。
私たちは、先人たちから引き継いだ地域の歴史、文化及び産業を継承し、さらなる発展
と「緑と活力あふれる生活快適都市」の実現を目指し、ふるさとを愛し、誇りを持ち、子
ども達の健やかな成長を願い、力を合わせて、誰もが未来への希望に満ちあふれた甲斐市
を創造していく責任があります。
そのためには、市民一人ひとりがまちづくりの担い手であることを意識し、市民と市が
必要な情報を共有しながら、互いの役割を理解し、信頼し、補完し合いながら、まちづく
りを進めていくことが必要です。
「甲斐市民であることに誇りと責任をもって、新しい文化を創造し、平和で住みよいまち
をつくる」という市民憲章の理解を深め、甲斐市のまちづくりのあり方を示す「甲斐市ま
ちづくり基本条例」をここに制定します。

第１章　総　則 
（目　的）

第１条　この条例は、本市におけるまちづくりの基本的なあり方や、まちづくりの担い手の
役割を定めることにより、協働によるまちづくりの実現を図ることを目的とします。 
（定　義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
ります。

1
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(1) 市民　市内に居住する者、市内に通学又は通勤する者及び市内で事業又は活動を行う
個人及び法人をいいます。
(2) 地域コミュニティ　自治会、ＮＰＯ、ボランティア等、地域の連帯や暮らしの向上を
目的に形成された人々の集まりをいいます。
(3) 議会　住民から選挙で選ばれた市議会議員によって構成される議決機関をいいます。
(4) 市　市長その他の執行機関をいいます。 
(5) その他の執行機関　教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員
会及び固定資産評価審査委員会をいいます。 
(6) 市民参加　市民が市の施策や計画の策定、実施及び評価等に主体的に関わることをい
います。 
(7) 協働　市民、地域コミュニティ、議会及び市が互いに尊重し、役割や責任を分担し、
対等の立場で連携し、協力することをいいます。 

（条例の位置付け）
第３条　この条例は、本市のまちづくりを推進するための基本的指針を示すものであり、市
民、地域コミュニティ、議会及び市は、この条例を最大限尊重するものとします。
（基本理念）

第４条　市民、地域コミュニティ、議会及び市は、市民参加と協働のまちづくりの推進を目
指すものとします。 

第２章　市民及び地域コミュニティの役割 
（市民の役割）

第５条　市民は、市政や地域の課題を認識し、自らの発言と行動に責任を持ち、市民参加を
基本にこれらを解決するよう努めるものとします。 
（地域コミュニティの役割）

第６条　地域コミュニティは、地域社会の中で自ら考え行動し、活動の充実に努めるものと
します。 
２　市民は、地域コミュニティの役割を理解し、地域コミュニティへの参加及び協力に努
めるものとします。 
３　市は、地域コミュニティの自主性と自立性を尊重するとともに、積極的な活動が推進
できるよう必要な助言、支援等を行うように努めるものとします。
 

第３章　議会及び議員の役割 
（議会の役割） 

第７条　議会は、議決機関として条例の制定改廃、予算決算等を審議し、市の意思を決定し
ます。 
２　議会は、市民の視点から市政運営の監視及び調査を行い、法令を遵守し、市民の意思
を市政に反映するため、政策等の提言に努めるものとします。 
３　議会は、開かれた議会運営を推進し、議会報告会等を通じ、市民に対して積極的な情
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報提供に努めるものとします。 
（議員の役割）

第８条　議員は、市民の代表者として市民の意見を積極的に把握し、まちづくりに反映させ
るよう努めるものとします。 

第４章　市の役割 
（市長の役割） 

第９条　市長は、市政の代表者として公正と透明性を保ち、総合的な市政運営を展開し、市
民福祉の向上に努めるものとします。 
２　市長は、社会情勢の変化に適切に対応し、市の財産等の有効活用を図りながら、長期
的視野に立った効率的かつ効果的な市政運営を行うものとします。 
３　市長は、市民との交流や対話の機会を設けて市民の意見を聴き、市政に反映させるよ
う努めるものとします。 
４　市長は、職員を指揮監督し、その能力向上を図り、簡素で効率的な組織運営に努める
ものとします。

（その他の執行機関の役割） 
第 10 条　その他の執行機関は、市民の立場に立って施策を実施し、市民の持つ意欲や知識
をまちづくりに活かすよう努めるものとします。 
（職員の役割） 

第 11 条　職員は、法令を遵守し、誠実で効率的な職務の遂行に努め、積極的にまちづくり
を推進するものとします。 
２　職員は、職務の遂行、行政課題及び市民の意見や要望に適切に対応するため、必要な 
知識と技能の向上に努めるものとします。

３　職員は、市民との協働を通じて、相互の信頼関係の構築に努めるものとします。

第５章　市民参加及び協働の推進 
（市民参加の推進） 

第 12 条　市は、市民参加を推進するため、次に掲げる方法を活用するものとします。 
(1) 審議会等の委員の公募
(2) 会議及び会議録の公開
(3) 対話集会及び意見交換会の開催
(4) 各種アンケート調査の実施
(5) パブリックコメントの実施
(6) ワークショップ（市民参加型まちづくりの合意形成の手法 )の開催
(7) その他適切な方法 
（協働の推進） 

第 13 条　市民、地域コミュニティ、議会及び市は、地域の公共的課題を解決していくため、
互いの理解と協力のもと、協働を推進するものとします。 
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２　市は、協働を推進するための制度等を整備し、その推進に努めるものとします。 
（住民投票） 

第 14 条　市は、市民生活に関わる極めて重要な事項について、市民に直接その意見を問う
必要があると認める場合は、住民投票を実施することができるものとします。 
２　市は、住民投票の結果を尊重しなければなりません。 
３　住民投票に関し必要な事項は、事案ごとに議会の議決を経て条例で定めるものとし
ます。 

第６章　市政運営の基本方針 
（まちづくりの方針策定） 

第 15 条　市は、市政推進の取組を示したまちづくりの方針となる基本構想を議会の議決を
経て策定し、計画的かつ効率的な市政運営を行うものとします。 
２　市は、まちづくりの方針実現のため、事務事業の適切な進行管理を行うものとします。 
３　市は、必要に応じてまちづくりの方針の内容を見直すものとします。 
（情報の公開及び共有） 

第 16 条　市は、市政運営に当たり、保有する情報を適切に公開し、市民との情報の共有に
努めるものとします。 
（説明責任） 

第 17 条　市は、市民からの市政に関する質問、意見及び要望に対し、適切かつ誠実に対応し、
説明責任を果たすものとします。 
２　市は、市政に関する苦情や不服等について、公正で平等な立場により迅速かつ確実に
対応し、その解決に努めるものとします。 

（個人情報の保護） 
第 18 条　市は、保有する個人情報を適正に管理し、個人の権利や利益が侵害されることの
ないよう努めるものとします。 
２　市は、市民から自己の個人情報の開示、訂正等の請求があったときは、適正な措置を
講ずるものとします。 

（財政運営） 
第 19 条　市は、まちづくりの方針及び財政計画等を踏まえ、効率的かつ効果的な予算を編
成及び執行し、財政の健全化に努めるものとします。 
２　市は、保有する財産、地方債等の現在高その他市の財政に関する事柄について、市民
にわかりやすく公表するものとします。 

（政策法務） 
第 20 条　市は、市民の要望や地域課題に対応するため、主体的に法令等を解釈及び運用し、
条例、規則等の制定改廃により、政策の実現に努めるものとします。 
（行政手続） 

第 21 条　市は、市民の権利や利益を保護するため、市が行う処分、行政指導、届出等に関
する手続を定め、その適正化を図るものとします。 
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（行政評価） 
第 22 条　市は、効率的かつ効果的な行財政運営を図るため、客観的手法による行政評価を
行うものとします。 
２　市は、行政評価の結果を市民に公表し、諸施策に反映するよう努めるものとします。 
（危機管理） 

第 23 条　市は、市民の生命、財産や暮らしの安全を確保し、緊急時に的確に対応するため
の危機管理体制を確立するものとします。 
２　市は、総合的かつ機能的な危機管理体制を確立するため、市民、地域コミュニティ等
との協力及び連携を図り、相互支援に努めるものとします。 

第７章　連携及び交流の推進 
（国、県及び他の市町村との連携） 

第 24 条　市は、国や県と相互に連携協力し、市民福祉向上のため必要に応じて政策や制度
に関する提案を行うよう努めるものとします。 
２　市は、市民の利便性の向上や広域的な課題を解決するため、関係市町村との連携及び
協力に努めるものとします。 

（交流の推進） 
第 25 条　市民及び市は、国内外の都市や人々、外国籍市民との交流及び連携を通じて、相
互の理解を深めるものとします。 
２　市民及び市は、交流及び連携の成果をまちづくりに活かすものとします。 

第８章　実効性の確保及び条例の見直し 
（実効性の確保） 

第 26 条　市は、この条例の目的が達成されるよう関連する制度の整備に努めるものとし
ます。 
２　市は、この条例に基づき行われた市民参加及び協働の取組の検証を行い、公表するも
のとします。 

（条例の見直し） 
第 27 条　市は、社会情勢の変化やその他の事情に対応するため、必要に応じこの条例を
見直すものとします。 

第９章　補　則 
（その他） 

第 28 条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めるものとします。 
　附　則 
この条例は、平成 25年 10月 1日から施行します。
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	 	 甲斐市総合計画審議会条例

平成 16年９月１日 
条例第 26号 

（設　置）
第１条　甲斐市における総合計画及びその実施に関し必要な事項について調査審議するた
め、市長の附属機関として甲斐市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、総合計画に関する事項について調査し、及び審議する。 
（組　織） 

第３条　審議会は、委員 30人以内で組織する。 
２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命し、又は委嘱する。 
(1) 地域住民代表 
(2) 関係団体の役職員 
(3) 識見を有する者 
(4) 一般住民 

（任　期） 
第４条　委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 
２　前条の規定による委員のうち役職にあることにより任命された者の任期は、その任期
中とする。 

（会長及び副会長） 
第５条　審議会に会長及び副会長若干人を置く。 
２　会長及び副会長は、委員の互選により選任する。 
３　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、あらかじめ会長が定める順位に
従い、その職務を代理する。 

（会　議） 
第６条　審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ
による。 

（意見の聴取等） 
第７条　会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、
その説明又は意見を聴くことができる。 
（専門部会） 

第８条　会長は、特に必要があると認めるときは、専門的事項を審議させるため、審議会に 
専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 
２　部会は、会長が指名する委員で構成し、部会長は、部会委員の互選により選任する。 

２
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３　部会長は、部会の事務を掌理する。 
４　部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員が、その職務を代理
する。
５　部会の会議については、第６条の規定を準用する。 
（委　任） 

第９条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 
　附　則 
この条例は、平成 16年９月１日から施行する。
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	 	 第３次甲斐市総合計画審議会委員名簿
★会長、☆副会長

番
号 区　　分 委 員 氏 名 備　考

１
地
域
住
民

代　
表

自治会 自治会連合会 会　長 ☆穴 水　 剛

2

関
係
団
体
役
職
員
（
６
名
）

都市機能 都市計画審議会 会　長 山 口　 雅 典

３ 教育文化 社会教育委員会 会　長 小宮山　謙二

４ 福祉保健 社会福祉協議会 会　長 進 藤　 一 徳

５ 産業振興 農業委員会 会　長 山 本　 賢 治

６ 安全快適 環境審議会 会　長 上 條　 幹 人

７ 行政情報 行政改革推進委員会 会　長 小 林　 春 男

８

見
識
を
有
す
る
者
（
７
名
）

産業界 甲斐市商工会 会　長 清 水　 正 二 R6.6.1～

９ 行政機関 国土交通省関東地方整備局
甲府河川国道事務所 事務所長 草 野　 真 史 R6.7.1～

10 大学 山梨県立大学 名誉教授 ★波 木 井　 昇

11 行政機関
（労働団体関連）

山梨労働局
甲府公共職業安定所 所　長 遠 山　 騰 R6.4.1～

12 金融機関 山梨中央銀行
竜王支店 支店長 芦 川　 文 宏

13 金融機関 （株）日本政策金融公庫
甲府支店 支店長 及 川　 圭 吾

14 マスコミ関係 （株）アドブレーン社 企画制作
局　長 岩 下　 明

15

一
般
住
民
（
５
名
）

一般住民 一般公募 － 三 井　 亮

16 一般住民 一般公募 － 高 柳　 学 ～R6.11.29

17 一般住民 一般公募 － 中 込　 潤 一

18 一般住民 一般公募 － 功刀　千斗夫

19 一般住民 一般公募 － 一 條　 宣 好

３
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	 	 第３次甲斐市総合計画策定にかかる諮問・答申

〇基本構想諮問書

４
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〇基本構想答申書
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「甲斐市デジタル田園都市国家構想総合戦略」との一体的な策定を図ることで、人口減

少への対応と地方創生に向けた取り組みを重点的・戦略的に推進し、甲斐市が持続可

能なまちとしてさらに発展していくよう努めてください。
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〇基本計画諮問書
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〇基本計画答申書

資
料
編

　本審議会では、甲斐市総合計画審議会条例第２条に基づき、「第３次甲斐市総合計画 前

期基本計画及び総合戦略（案）」の諮問を受け、慎重に審議を行いました。

計画の策定にあたっては、甲斐市まちづくり基本条例で定める市民参加を推進するための

アンケート調査、市民ワークショップ、パブリックコメントが実施され、また、添付の本

計画案は本審議会での意見を踏まえたものとなっており、本計画案を妥当なものと認めます。

　なお、計画推進にあたっては、各分野の関係者や市民の意見、提言を十分に尊重し、適

切かつ効果的に施策を着実に遂行することを要望し、計画の実施にあたっては、次の点に

配慮されるよう申し添えます。
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	 	 第３回甲斐市総合計画策定本部設置要綱

〇甲斐市総合計画策定本部設置要綱
平成 17年 5月 10日

訓令第 13号
（設　置）

第１条　甲斐市総合計画（以下「総合計画」という。）の策定に関し、全庁的な合意形成及
び効率的な連絡調整を図るため、甲斐市総合計画策定本部（以下「本部」という。）を設
置する。
（所掌事務）

第２条　本部の所掌事務は、次のとおりとする。
(1)　基本構想案及び基本計画案の策定に関すること。
(2)　市政の現状分析に関すること。
(3)　前 2号に掲げるもののほか、総合計画策定に関し必要な事項
（組　織）

第３条　本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は市長とし、副本部長は副市長及び教育長をもって充てる。
３　本部員は、部長、監、会計管理者及び局長の職にある者をもって充てる。
（職　務）

第４条　本部長は、本部における事務を総括し、本部を代表する。
２　副本部長は、本部長を補佐する。
３　本部長に事故があるときは、本部長の指名する副本部長が、その職務を代理する。
（会　議）

第５条　本部会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。
（部会等）

第６条　総合計画策定のための調査及び検討を行うため、本部長が必要と認めるときは、本
部に政策に応じた部会を置くことができる。
２　部会は、代表部員、副代表部員及び部員で組織し、課長、室長及び出先機関の長の職
にある者をもって充てる。
３　代表部員は、部員の互選により選任し、副代表部員は、代表部員が指名する。
４　代表部員は、必要に応じて部会を招集し、会議の議長となる。
５　代表部員に事故あるときは、副代表部員がその職務を代理する。
６　具体的な事項の調査及び検討を行うため、部会に作業部会を置く。
７　作業部会は、所属の係長又は担当者をもって組織する。
（庶　務）

第７条　本部の庶務は、総合戦略部経営戦略課において処理する。
（その他）

第８条　この訓令に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。

５
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　附　則
この訓令は、公布の日から施行する。
　　　　附　則（平成 19年 3月 28日訓令第 9号）抄
（施行期日）
１　この訓令は、平成 19年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 21年 3月 27日訓令第 3号）
この訓令は、平成 21年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 22年 3月 30日訓令第 11号）
この訓令は、平成 22年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 23年 3月 22日訓令第 1号）
この訓令は、平成 23年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 27年 6月 1日訓令第 12号）
この訓令は、平成 27年 6月 1日から施行する。
　　　附　則（平成 28年 3月 11日訓令第 1号）
この訓令は、平成 28年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（令和 3年 3月 11日訓令第 2号）
この訓令は、令和 3年 4月 1日から施行する。
　　　附　則（令和 6年 3月 15日訓令第 7号）
この訓令は、令和 6年 4月 1日から施行する。
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	 	 第３次甲斐市総合計画の策定経緯
年　月 総合計画審議会・議会 庁内会議 その他

令和５年
10月

■10日
令和5年度第1回総合計画審議会
・木質バイオマス発電事業の進
捗状況
・（仮称）篠原地区公園整備事業
の進捗状況
・第2次総合計画進捗状況
・総合戦略KPI進捗状況
・第3次総合計画及び次期人口
ビジョン、総合戦略の策定に
ついて

令和６年
２月

〇市民アンケート調査
（2月1日〜2月12日）
・甲斐市公式LINE登録者
　15,000人
・回答数1,566人（10.4%）
〇企業アンケート調査
（2月9日〜3月4日）
・配布数：19社
・回答数19社（100%）
〇転出者アンケート調査
・配布数：1,000票
・回答数156人（15.6%）

3月
■21日
令和5年度第2回総合計画審議会
・各種アンケート結果
・令和6年度審議会日程

4月
本部会議（第1回）（24日）
・アンケート結果報告
・策定スケジュール

５月

■31日
令和6年度第1回総合計画審議会
・第2次甲斐市総合計画・総合
戦略進捗状況
・市民アンケート（自由記述部
分）集計結果
・第3次総合計画等策定の概要
・基本構想骨子案

部会・作業部会合同会議
（第1回）（9日）
・アンケート結果報告
・基本計画の構成について
・立案シート作成について

６月

■4日
常任委員会
・基本構想策定方針
・アンケート結果報告
・意見聴取（24日〜7月9日）
■24日
令和6年度第2回総合計画審議会
・基本構想諮問

本部会議（第2回）（13日）
・基本計画　第1編 総論・第2
編 基本構想について

パブリックコメント（基本構想
案）の実施（26日〜7月17日）
・提出意見：2件

７月

■22日
令和6年度第3回総合計画審議会
・基本構想答申
・基本計画体系図
■31日
常任委員会）
・基本構想案（パブリックコメン
ト等結果報告）

本部会議（第3回）（19日）
・基本構想案（パブリックコメン
ト等結果報告）
・基本計画体系図（案）

市民ワークショップ第1回
（29日）

６
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年　月 総合計画審議会・議会 庁内会議 その他

８月
■28日
市議会定例会
・基本構想議決

市民ワークショップ第2回
（5日）、第3回（19日）

9月
■26日
常任委員会
・策定状況報告

部会（第1回）（19日）
・基本計画案（基本目標3・4・5）
本部会議（第4回）（27日）
・基本計画案（基本目標3・4・5）

10月
■9日
令和6年度第4回総合計画審議会
・基本計画案（基本目標3・4・5）

部会（第2回）（18日）
・基本計画案（基本目標1・2）
部会（第3回）（21日）
・総合戦略案
本部会議（第5回）（28日）
・基本計画案（基本目標1・2）、
総合戦略案

11月

■11日
令和6年度第5回総合計画審議会
・基本計画案（基本目標1・2）、
総合戦略案
■19日
常任委員会
・基本計画案

12月
■11日
令和6年度第6回総合計画審議会
・基本計画、総合戦略諮問

本部会議（第6回）（2日）
・基本計画案（基本目標1〜5）
・総合戦略案

パブリックコメント（基本計画
案、総合戦略案）の実施（16
日〜1月8日）
・提出意見：2件

令和7年
1月

■29日
常任委員会
・基本計画、総合戦略パブリッ
クコメント等結果報告

本部会議（第7回）（24日）
・パブリックコメント等結果報告
・基本計画案、総合戦略案
・サブタイトル案

2月
■10日
令和6年度第7回総合計画審議会
・パブリックコメント等結果報告
・基本計画、総合戦略答申

3月 総合計画・総合戦略の決定（10
日）（決裁）

資
料
編

16

第３次甲斐市総合計画



【第３次甲斐市総合計画の策定体制】

資
料
編

事務局（経営戦略課　政策戦略係）

作業部会（係長・担当者）

※政策に応じた部会
部会（課長）

本部会議（部長等）

甲斐市総合計画策定本部

市長
答申

諮問

総合計画審議会

基本構想の議決

議会市民

・パブリックコメント
・市民ワークショップ
・企業アンケート調査
・市民アンケート調査

市民参加

情報提供及び
市民の意見を
積極的に把握

市

議決機関として市の意
思を決定し、市民の意
思が市政に反映される
よう政策の提言に努
める。
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	 	 市民参加の概要

（１）総合計画策定に関するアンケート

市政に関する市民の課題認識や要望などを把握し、令和７年度を始期とする「第３次甲斐
市総合計画」の基本構想及び基本計画策定の参考に資することを目的にアンケート調査を実
施いたしました。

①調査対象・調査期間・調査方法
市民アンケート

調査対象：甲斐市公式 LINE 登録者約 15,000 人 
調査期間：令和６年２月１日～２月 12日
調査方法：甲斐市公式 LINE からアンケートを実施

企業アンケート

調査対象： 甲斐市の企業 20社
調査期間：令和６年２月９日～３月４日
調査方法：インターネットによるアンケートを実施 

②回収件数及び回収率

配布数 有効回答数 有効回収率

市民アンケート 15,000 人 1,566 人 10.4％

企業アンケート 19社 19社 100.0％

７
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③結果の概要

　※比率は小数点以下第２位を四捨五入して算出しているため、合計が 100％にならないことがあります。

市民アンケート ■居住意向　～「住み続けたい」が約８割～

資
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市民アンケート ■第２次甲斐市総合計画の施策の満足度　
� ～「道路・交通環境の整備」が最も高い～

資
料
編

20

第３次甲斐市総合計画



市民アンケート ■将来目指すべきまちの姿　
� 　～「子育てしやすいまち」が約半数で最も高い～
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企業アンケート ■甲斐市の立地に関する評価
� 　～「交通利便性」「操業環境」への評価が高い～

企業アンケート ■業種　～「製造業」が 26.3％で最も多い～

資
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企業アンケート ■雇用の安定促進に向けて期待する支援
� 　～「就職に関する情報提供」が最も高い～

企業アンケート ■従業員の過不足状況　～「不足している」が６割以上～
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（２）転出者アンケート�

市政に関する市民の課題認識や要望などを把握し、総合計画策定の参考に資することを目
的にアンケート調査を実施しました。

①調査対象・調査期間・調査方法
調査対象：過去２年以内に甲斐市から転居した 18歳以上の方 1,000 人
　　　　　（令和５年 12月 31日時点）
調査期間：令和６年２月 15日～２月 25日
調査方法：郵送による配布、インターネットによる回収

②回収件数及び回収率

配布数 有効回答数 有効回収率

転出者アンケート 1,000 156 15.6％

③結果の概要

転出者アンケート ■転出後の住まい　～「甲府市」が２６．３％で最も多い～
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転出者アンケート ■現在の住まいを選んだ理由　
� ～「家賃や地価などが適当な価格だったから」が最も高い～

転出者アンケート ■甲斐市は住みやすいと感じていたか　
� ～「住みやすい」は約半数～
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転出者アンケート ■現在の住まいとの比較　
�～ “ 甲斐市が良い ” は「自然環境と生活環境の保全」が最も高い～
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（３）“創甲斐 ”市民ワークショップ

第３次甲斐市総合計画及び総合戦略の策定にあたり、市民の皆様の考えやアイデアをうか
がい、計画策定の参考資料とすることを目的に市民ワークショップを開催しました。

①参加者
中学生 竜王中学校２人、玉幡中学校２人、竜王北中学校２人、双葉中学校２人

高校生 山梨県立農林高等学校２人、日本航空高等学校２人

一　般 ８人

合　計 20人

②開催日時・テーマ
回　数 日　　時 テーマ

第１回 令和６年７月29日（月）
13：30～15：30

１：アイスブレイク（甲斐市クイズの出題）
２：甲斐市の強み・弱みを考える

第２回 令和６年８月５日（月）
13：30～15：40

１：現状から変化させたい（増やしたい・減らしたい）
もの、今のまま残したいものを考える

第３回 令和６年８月19日（月）
13：30～15：40

１：第１回・第２回ワークショップの振り返り
（第１回・２回で出た意見のうち特に重要だと思う
ものを考える）

２：第３次甲斐市総合計画サブタイトル検討

～ワークショップの様子～
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	 	 成果指標一覧

■重点戦略（甲斐市デジタル田園都市構想総合戦略）

重点戦略１　良質で安定したしごとをつくる
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

経営安定関係補助金支給件数 52件 60件

やはたいもの作付面積 61,904㎡ 63,000㎡

地域ブランド調査認知度全国ランキング 398位 300位

小規模事業者持続化補助金交付件数 13件 25件

企業立地候補地調査延べ件数 － ５件

創業支援に係る証明書発行件数 16件 25件

シェアオフィスの利用事業者数 － 10者

市内企業とのマッチング件数 ０件 ５件

重点戦略２　甲斐市への新たな人の流れをつくる
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

移住相談件数 50件 68件

移住支援事業補助金交付件数 18件 20件

地域おこし協力隊補助金支給件数（累計） ４件 ９件

奨学金返還支援制度利用者数（累計） － 100人

支援を活用した新婚世帯における転入者の割合 54.4% 60.0%

農業体験イベント集客数 1,228人 1,300人

観光入込客数 1,097,000人 1,250,000人

ふるさと応援寄附金のリピート率 7.92% 10.00%

クラウドファンディング活用件数 ６件 10件

８
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重点戦略３　結婚・出産・子育てに関する希望をかなえる環境をつくる
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

こども家庭センターへの相談件数 － 11,150件

不妊治療費助成の申請者延べ人数 197人 235人

婚活イベント参加者のカップリング率 50.0% 55.0%

子ども体験学習施設利用者数 － 56,000人

日常の保育状況の定期配信 12件 60件

入所等に係る年間総申請数に対するオンライン申請数の割合 0% 60.0%

甲斐っ子応援教室に参加した児童・生徒の感想アンケートで肯
定的な回答をした児童・生徒の割合 98.1% 98.1%

重点戦略４　甲斐市の個性を生かした魅力あふれる地域をつくる

達成目標指標 現状値
（令和５年度）

令和11年度
目標値

市域から排出されるCO2 排出量※
（基準年度：平成 25年度 424千 t-CO2）

331千t-CO2 249千t-CO2

道路整備計画で決定している整備優先道路の整備着手率 37.5% 87.5%

ラジオ体操事業への参加者数 32,492人 35,000人

デジタル化導入自治会数 － 50自治会

地域の支え合いに取り組む第３層協議体数 19団体 50団体

家庭や地域、所属する学校や職場等について男女平等だと感じて
いる人の割合 46.4% 60.0%

市ウェブサイトの防災ページ閲覧数 4,237ＰＶ 11,000ＰＶ

消防団員のドローン操縦技能証明取得者数 3人 21人

デジタル化に関する満足度（ウェルビーイング） － 86.0%

総合型多目的アプリ登録者数 － 27,000人

オープンデータ（公開型ＧＩＳ）利用件数 11,446件 20,000件

AI・RPA等活用業務数  13件 23件

ペーパーレス化（会議資料等データ化） － 50.0%

※ＣＯ₂排出量は集計に時間を要するため、現状値、目標値は２年前の公表数値が記載されています。
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■前期基本計画

基本目標１　まちづくりは人づくり生涯にわたる学びのまち【教育・文化】
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

令和16年度
目標値

「道徳の授業では、自分の考えを深めたり、学級やグルー
プで話し合ったりする活動に取り組んでいますか」の
設問に「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」
と回答した割合

小  85.0%
中  89.8%

小  95.0%
中  95.0%

小  96.0%
中  96.0%

「児童生徒のいじめに関する状況調査」における公立学
校のいじめ解消率

小  99.3%
中  94.6%

小  100%
中  100%

小  100%
中  100%

市公民館の利用者数（地域ふれあい館、セミナーハウ
スを含む） 118,976人 123,000人 127,000人

ラジオ体操事業への参加者数 32,492人 35,000人 36,000人

市立図書館の入館者数 349,989人 355,000人 360,000人

不登校児童生徒に対するオークルームの在籍率 小  11.4%
中  11.5%

小  18.9%
中  19.0%

小  20.9%
中  21.6%

「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思いま
すか」の設問に「当てはまる」「どちらかといえば当て
はまる」と回答した割合

小  82.2%
中  67.2%

小  85.0%
中  85.0%

小  90.0%
中  90.0%

基本目標２　健やかで心ふれあう安心に暮らせるまち【福祉・健康】
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

令和16年度
目標値

生活困窮世帯の子どもの学習支援事業への参加率 23.25% 25.00% 30.00%

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス受給率 28.10% 33.10% 38.10%

生活保護受給者の就労支援による就労率 52.63% 60.00% 70.00%

ファミリー・サポート・センター協力会員数 97人 100人 100人

放課後児童クラブ登録児童数 1,528人 1,500人 1,500人

介護保険サービスの満足度※ 75.00% 78.00% 80.00%

住民（65歳以上）の幸福度※ 71.70% 75.00% 80.00%

健康診査の受診率（年間） 50.94% 53.00% 53.00%

総合健診における大腸がん検査の精密検査受診率 59.50% 65.00% 65.00%

特定健診の受診率（国保） 50.79% 60.00% 60.00%

※達成目標指標に係る調査は 3年毎の実施。
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基本目標３　美しい景観と快適で安全な都市機能を築くまち【都市・建設・交通・防災】
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

令和16年度
目標値

景観重要樹木等の指定 2か所 4か所 6か所

都市計画区域内の人口の割合 97.20% 97.40% 97.60%

１人当たりの都市公園面積 7.2㎡/人 7.8㎡/人 8.0㎡/人

上水道の基幹管路耐震化率 88.40% 94.80% 100.00%

公共下水道の重要管路耐震化率 77.22% 78.20% 82.10%

管理不全空家等の除却件数 11件 45件 75件

道路幅員が４ｍ未満の市道の割合 18.90% 18.00% 17.00%

市の運行する公共交通利用者数 30,739人 38,000人 人

防災対策研修等自治会参加率 74.30% 87.00% 90.00%

防災訓練参加率（安否確認訓練参加者） 56.30% 65.00% 75.00%

交通事故発生件数（年間） 217件 210件以下 200件以下

基本目標４　自然と生活が調和した環境を築くまち【環境】

達成目標指標 現状値
（令和５年度）

令和11年度
目標値

令和16年度
目標値

生活排水クリーン処理率 90.96% 96.60% 99.40%

公害苦情のうち指導改善した割合 87.30% 89.68% 92.06%

環境学習イベント参加人数 85人 260人 300人

家庭系ごみのリサイクル率 14.50% 19.00% 19.20%

１人１日当たりの家庭系ごみの排出量 (資源物を除く ) 536.1ｇ 518ｇ 503ｇ

市域から排出されるCO2 排出量※
（基準年度：平成 25年度 424千 t-CO2）

331千t-CO2 249千t-CO2 208千t-CO2

市の公共施設及び事務事業から排出される
CO2排出量※
（基準年度：平成 25年度 5,308t-CO2）

4,664t-CO2 3,100t-CO2 2,654t-CO2

※ＣＯ₂排出量は集計に時間を要するため、現状値、目標値は２年前の公表数値が記載されています。
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基本目標５　交流と協働による未来を拓く活力のあふれるまち【産業・行政】
達成目標指標 現状値

（令和５年度）
令和11年度
目標値

令和16年度
目標値

地産地消推進件数（補助件数） 140件 150件 160件

遊休農地解消面積（累積） ３ｈａ
（１年間） 15ｈａ 30ｈａ

都市農山村交流事業への参加者数 3,048人 3,100人 3,200人

観光入込客数 1,097,000人 1,250,000人 1,255,000人

創業相談者数 63人 140人 200人

市登録インターンシップ受入れ事業所数 ６事業所 12事業所 20事業所

空き家バンク利用の移住者数累計 40人 55人 70人

移住支援金制度を利用した定住者数累計 63人 350人 625人

広報甲斐のウェブサイト及び スマートフォンアプリか
らの閲覧率 26.77% 30.00% 35.00%

自治会加入率 78.24% 78.25% 78.25%

審議会等委員への女性の登用率 26.59% 35.00% 40.00%

電子申請の手続き（利用）件数 144件 169 件 194件 

公開型ＧＩＳの閲覧件数 11,446件 20,000件 27,000件

甲斐市公民連携デスクを通じた事業実施件数（累計値） 0件 15件 30件
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. 甲斐市組織マネジメントプランの概要

（１）位置付けと計画期間
本市の現状や自治体を取り巻く環境が急激に変化する中、市政運営全般に関わる本市の最
上位計画である「第３次甲斐市総合計画」の実現を目指すためには、組織体制の整備が急務
となります。
甲斐市組織マネジメントプランでは、本市における組織体制の最適化を図るために、その
担い手である職員を人材から「人財」へと変革し、組織体制および「人財」資源の最適化を
図る方策として位置付けます。この大綱は、「第３次甲斐市総合計画」の基本計画を遂行す
るための段階ごとのマネジメントや、目指すべき組織体制を示すものとなります。
「第３次甲斐市総合計画」の推進と甲斐市組織マネジメントプランの取り組みが密接な関
係にあることから、基本計画の計画期間と同様に令和７年度から令和 11年度までの５年間
を計画期間とします。

（２）基本方針

９
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計画遂行のための
組織体制の整備

＜R7年度～R11年度の5年間＞
基本計画

＜R７年度～R16年度の10年間＞
基本構想

第３次甲斐市総合計画

令和11年度令和10年度令和9年度令和8年度令和7年度

第3次甲斐市総合計画（令和7年度～令和16年度）

甲斐市組織マネジメントプラン

甲斐市組織マネジメントプラン

前期基本計画

第
３
次
甲
斐
市
総
合
計
画

３．持続可能な行財政運営
２．活力にあふれた組織づくり
１．期待される役割の認識浸透

重点項目
３つの

『緑と活力あふれる生活快適都市』の実現に寄与する
甲斐市総合計画の将来像である
̶ 行政改革の基本方針 ―

甲斐市組織マネジメントプラン（R７年度～R11年度）

１．自らに期待される役割を踏まえ、成果創出のために必要な道筋を描き、改
善・改革に挑戦していく姿勢を育む

２．計画に沿った成果創造と一人ひとりの成長実現を同期化する、活力にあふ
れた組織づくりを全員参加で進める

３．未来における持続可能な財政基盤を整備するため、公共施設の譲渡・統廃
合等を含む思い切った検討を進める
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（３）重点項目

重点項目１　期待される役割の認識浸透

第４次甲斐市行政改革大綱においては「効率的・効果的な事業の推進」を重点項目の一つ
に掲げ取り組んできましたが、甲斐市組織マネジメントプランでは「生活者起点の発想」を
踏まえ、「選択と集中」により、事業の優先度の見直し等をさらに進めるため、「緑と活力あ
ふれる生活快適都市」を目指すための組織づくりに注力します。
そのためには、部長、課長、係長、担当の職位・役割に関して、それぞれに期待される役
割を明確化し、求められる意識・行動・成果等を職員一人ひとりが自覚する必要があり、既
存の評価制度を含めて見直しを行うことで再認識を図ります。
特に、費用や時間に対する効果（生産性）、短期と中長期のバランスなどをしっかりと検
討する経営感覚が、すべての階層・役割で求められることを浸透させていきます。

１．階層別役割の定義と組織浸透

・人事評価制度の見直しを行い、評価項目に経営的視点を加え、職員の経営感覚、意識
の向上を図る。

・各職位の役割と責任を認識させ、組織力を最大限発揮できる人事配置を行う

２．組織全体における経営感覚の醸成

・経営感覚と市民感覚をバランスよく兼ね備えた職員の育成
・今後必要となる自治体経営に向け、経営感覚を養うため、他分野との人事交流の推進
を図る

３．形式的な事務事業評価の転換

・生活者起点の発想を踏まえた事業の実施
・“アウトカム ”の視点を持った施策・実施事業の評価
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重点項目２　活力にあふれた組織づくり

活力にあふれた組織をつくるためには、目指す組織の在り方を共有し、組織体制の整備を
しなければなりません。それは、何を担う組織か（使命・方針・目標）、保有している資源
は何か、どの程度あるのか（予算・人員・権限）についての明確化・最適化を図ることが必
要です。
保有資源の明確化により、管理職が組織全体の資源の有無・大小を把握することで、これ
まで以上に「組織の最適化」を図ることが可能となります。本大綱では、これまでのような
実施事業にフォーカスした改革ではなく、組織体制についての改革を図ります。　
今後は、管理職による次年度組織検討への参画を通じ、現場意見を取り入れた「活力があ
ふれる最適化された組織体制」を整備することを目指します。
「最適化された組織体制」のもと、行政の担い手となるのは、職員一人ひとりの「人財」です。
日常的な意思疎通（コミュニケーション）に加え、人材育成やモチベーション向上を目的に
上司と部下が１対１で行う定期的な面談の場である「１on １ミーティング」を活用し、一
人ひとりの成果が生まれやすく、更にはそれぞれの成長も支援される職場環境を目指します。

１．継続的な業務改善（ＢＰＲ）による組織機構の検討

・組織や職場が抱える課題等の改善に向け、フォローアップ調査を実施、継続的な業務
改善と組織機構の見直しを行う

・検討過程において、良好な職場環境の創出に向け、係長職以下の一般職員への意見聴
取など、可能な限りのボトムアップ方式を参考とした合意形成を図る

２．「１ｏｎ１ミーティング」の本格的展開

・課長もしくは、課長から委任を受けた管理監督職が課員との１ｏｎ１を行う
・１ｏｎ１から得た情報（異動希望、業務改善提案）を踏まえた組織検討を図る

３．活力ある組織が創れる課長の育成

・高いマネジメント能力・コミュニケーション能力を備えた課長の育成
・課長に求められる役割や能力を明確にし、浸透を図る
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重点項目３　持続可能な行財政運営

多様化する市民ニーズに対応し、行政サービスを維持・向上するためには、効率的・効果
的な行財政運営が不可欠となります。
そのため、歳入の確保と歳出の削減を図り、引き続き財政の健全化に努め、将来にわたり
強固で持続可能な行財政運営を推進します。
また、財政負担の軽減や施設の長寿命化などを目的とした、「甲斐市公共施設等総合管理
計画」をはじめ、施設ごとに具体的な対策を定めた「甲斐市公共施設個別施設計画」等、各
種公共施設の管理計画を策定、これらの計画に基づいた管理・運営を行うと共に、施設利用・
管理状況を把握しながら、新たな利活用の探索や選択肢としての統廃合および民間への譲渡
等を検討・推進していきます。
今後は、従来の事務事業の評価を越え政策等との比較考察を行うとともに、管理職間での
横断的な事業評価により、「選択と集中」に基づくスクラップ＆ビルドを図り、真に有効な
事業を検討します。

１．公共施設の維持管理の最適化

・施設利用管理状況を見極め、「生活者起点」を踏まえた公共施設の方向性を定める
・新たな利活用策の見極めと、統廃合・民間譲渡などの可能性を整理する

２．施策・事務事業の包括的見直し

・事務事業評価に留まらず、政策・施策レベルの目標状態との比較を行う
・政策・施策レベルで考察し、改めて有効と思える事業に絞り込みを行う

３．管理職間での部局横断的評価

・部課長が自部門ではなく他部局に対する行政評価を行う仕組みを作る
・スクラップ＆ビルドでの実績について部課長に対する評価を行う
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	 	 用語集

あ行
ＲＰＡ【P45、97】
Robotic Process Automation の略。これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作を、
ソフトウェアのロボットが行う自動化のこと。

Ｉ o Ｔ【P26】
Internet of Things の略。従来インターネットに接続されていなかった様々なモノ（センサー
機器、駆動装置、 建物、車、電子機器など）が、ネットワークを通じてサーバーやクラウドサー
ビスに接続され、相互に情報交換をする仕組み。これにより、これまでに無いより高い価
値やサービスを生み出すことが可能になる。

ＩＣＴ【P ５、８、26、37、51、52、61、62、88】
Information and Communication Technology の略。情報処理および情報通信のこと。コ
ンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術・産業・設備・サービスなどの総称。
　
空き家バンク【P30、92、93】
市内にある空き家の売買・賃貸を希望する所有者から登録をいただいた情報を、ウェブサ
イトなどを通して公開し、定住や二地域居住などで空き家の利用を希望する方に情報提供
を行う制度。

アセットマネジメント【P73】
持続可能な水道事業を実現するために、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル
全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動のこと。

アプリケーション【P37、82、94、98】
ある特定の機能や目的のために開発・使用されるソフトウェアのこと。

インクルーシブ教育【P51】
国籍や人種、言語、性差、経済状況、宗教、障害のあるなしにかかわらず、すべての子ど
もが共に学び合う教育のこと。

インバウンド【P96】
外国人が日本に訪問する旅行のこと。

ウェルビーイング【P45】
身体的、精神的に健康な状態であるだけでなく、社会的、経済的に良好で満たされている
状態にあることを意味する概念。

10
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ＡＩ【P26、37、40、45、72、73、97、98】
Artificial Intelligence の略で人工知能のこと。人工知能学会では「知的な機械、特に、知
的なコンピュータプログラムを作る科学と技術」と説明されている。

ＡＩオンデマンド交通【P40、72】
予約に応じて運行する乗用車型のバスのこと。定時定路線のバスとは異なり、目的地まで
最短経路で運行することが可能になる。

ＡＬＴ【P46、47】
Assistant Language Teacher の略で、「外国語指導助手」「英語指導補助」のこと。

ＳＮＳ【P27、33、43、67、74、89、94、95、96】
Social Networking Serviceの略。インターネット上 の交流を通して社会的ネットワーク（ソー
シャル・ネットワーク）を構築するサービスのこと。

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）【P ４、20、21、22、26、30、35、39、100、102】
Sustainable Development Goals の略称で、2015 年９月の国連サミットで決められた
2030 年までの国際社会共通の開発指針。気候変動や経済的不平等、イノベーション、持
続可能な消費、平和と正義等を優先課題として盛り込み、持続可能で多様性と包摂性のあ
る社会を実現することを目標とする。

ＬＧＢＴＱ【P95、96】
「Lesbian（レズビアン）」「Gay（ゲイ）」「Bisexual（バイセクシュアル）」「Trans-gender（ト
ランスジェンダー）」「Queer/Questioning（クィア /クエスチョニング）」の頭文字をとった、
多様な性を表す言葉。

オークルーム【P38、46、51、52】
市内に在住する小学校 5年生から中学校 3年生までの児童生徒のうち、心理的、情緒的
な理由により学校に登校できない状態にある、児童生徒の学校生活への復帰や社会的自
立を支援するための教室で、市内に2か所設置している教育支援センター。

か行
カーボンニュートラル【P ５】
温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、その排出量を「実質ゼロ」に抑えること。

介護予防【P ８、61、62】
介護が必要な状態にならないように、また、介護を受けている（要支援・要介護）状態
を悪化させることなく、いつまでも元気でいきいきとした生活を送れるようにすること。

甲斐市まちづくり基本条例【P ２、94、96】
市民と一緒にまちづくりを進めるための条例で、甲斐市が目指すまちづくりの基本的なルー
ルを定めたもの。市民・議会・市の役割、市民参加と協働の推進、市政運営の基本方針、
連携、交流の推進などを定めている。
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甲斐っ子の宝【P46】
甲斐市教育委員会と甲斐市小中学校生徒指導担当者会が、平成 27（2015）年度から、
子どもたちの生きる力や心を育み、社会で通用する力を身に付けることを目指して取り組む
プロジェクトのこと。

家庭児童相談室【P59】
家庭児童相談員を設置し、18歳までの子どもとその家庭等についての相談を受けること
ができるもの。

カルバート【P73】
道路や鉄道の下を流れる小さな水路や排水路のこと。

関係人口【P16、30、33、92、93】
移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる
人々を指す言葉。地方圏は人口減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題
に直面しており、「関係人口」と呼ばれる地域外の人材が地域づくりの担い手となることが
期待されている。

ＧＩＧＡスクール構想【P52、53】
令和元（2019）年文部科学省から発表された、１人１台の情報端末を全国の小学校と中学
校に配備し、学校において新しい学びの形を実現するための構想のこと。

キャッシュレス【P44、98】
現金以外で支払う決済手段のこと。

キャリア教育【P47、48】
一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通
して、キャリア発達を促す教育。

キャリアパスポート【P47】
自分の学習や活動を記録し、振り返り、見通しすることでキャリアを考える方法のこと。

教育ＤＸ【P15、53】
デジタル技術の活用により、学習のあり方や教育手法、教職員の業務など、学校教育のあ
らゆる面において変革を行うこと。

クラインガルテン【P33、86、87、88、93】
ドイツで盛んな 200 年の歴史をもつ農地の賃借制度のこと。市民農園、または滞在型市
民農園とも呼ばれる。

クラウドファンディング【P33、34、80、93】
群衆（Crowd）と資金調達（Funding）を組み合わせた造語で、インターネットを通して不
特定多数の人に資金提供を呼びかけ、趣旨に賛同した人から資金を集める方法。
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ケアプラン【P61、62】
サービス利用者の生活上の課題を解決するための具体的なサービス内容の計画のこと。

ＫＰＩ【P25、27、28、29、31、32、34、36、37、38、40、41、42、43、45】
Key Performance Indicator の略で、重要業績評価指標のこと。

健康寿命【P ８、49、50、62、65】
健康で明るく元気に生活し、みのり豊かで満足できる生涯、つまり、認知症や寝たきりに
ならないで生活できる期間のこと。

合計特殊出生率【P ４、14、24、25、35】
ひとりの女性が一生の間に産む子どもの数の目安として用いられ、一般的には15歳から
49歳までの女性の年齢別出生率を合計した統計で算出される。

交通空白地帯【P73】
一定の距離に駅やバス停等がなく、移動手段の確保が難しい地域のこと。

国土強靭化地域計画【P ８、15、74、76、77】
いかなる自然災害が発生しようとも、市民の生命を最大限に守り、地域経済が致命的な被
害を受けず、被害を最小化して迅速に回復し、災害に強く安心して暮らすことができる「強
さ」と「しなやかさ」を持った社会の構築を目指すための計画。

国立社会保障・人口問題研究所【P ４、13、14、24】
1996 年に、厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所との統合によって誕生した
厚生労働省に所属する国立の研究機関。人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社
会保障政策や制度についての研究を行っている。研究所が実施し公表している人口動向の
データは、年金を初めとする我が国の重要な政策の基礎的な資料となっている。

子育てひろば【P59】
市内在住の乳幼児とその保護者が、自由に遊びながら交流・情報交換ができる場のこと。

子育て支援センター【P59】
未就園児とその保護者を対象に、子育て中の親子の交流や子育て相談を支援する施設の
こと。

こども家庭センター【P35、36、58、59】
全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関のこと。

コミュニティスクール【P52】
学校と保護者や地域がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させることで、協働
しながら子どもたちの豊かな成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進める法律に
基づいた仕組み。資
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コンパクトシティ【P66、67】
生活サービス機能と居住を集約・誘導し、人口を集積することで、人口減少や高齢化に伴
う地域活力の低下防ぐための政策。

コンパクト・プラス・ネットワーク【P15、66】
人口減少下において、行政や医療・福祉、商業等、生活に必要な各種のサービスを維持し、
効率的に提供していくために、各種機能を一定のエリアに集約化（コンパクト化）し、各
地域をネットワーク化すること。

さ行
サウンディング【P34】
事業発案段階や事業化段階において、事業内容や事業スキーム等に関して、直接の対話に
より民間事業者の意見や新たな提案の把握等を行うことで、対象事業の検討を進展させる
ための情報収集を目的とした手法。

産官学金労言【P25】
地方創生に取り組む連携態勢として、産業界、行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、
メディアを指す言葉。

ＧＩＳ【P40、45、97】
Geographic Information System の略で、地理情報システムのこと。地理的位置を手がか
りに、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的
に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術のこと。

シェアオフィス【P28】
一つのオフィスを複数の企業や個人が共同で利用する形態のオフィスのこと。

ジェンダー【P56】
歴史的・文化的・社会的に形成される性差のこと。

自主防災組織【P74、76】
地域の方々による自発的な防災活動に取り組む組織。

自治体ＤＸ【P16、44】
自治体がデジタル技術を活用し、住民の利便性や行政サービスの質を高めること。

実質赤字比率【P101】
当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。

指定管理者制度【P58】
公の施設の管理・運営を民間事業者等に行わせる制度。
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シティプロモーション【P33】
地域再生、観光振興、住民協働など様々な概念が含まれており、そこに住む地域住民の愛
着度の形成、地域の売り込み、自治体名の知名度（認知度）の向上など、捉え方は多義
にわたる。

住宅マスタープラン【P70、71】
市内の住まい・まちづくりをめぐる社会経済情勢の大きな変化に対応するため、住宅行政
についての基本的な考え方を明らかにし、特性に応じた住まいづくりを進める計画として策
定したもの。

障害者総合支援法【P54】
平成 25（2013）年に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」
として施行された、地域社会における共生の実現に向けて障がい福祉サービスの充実等、
障害のある人の日常生活・社会生活を総合的に支援するための法律。

消費生活センター【P102】
消費生活コンサルタントの資格を持つ相談員が対応する、電話詐欺や訪問販売等による悪
質商法、スマホやパソコンによるワンクリック詐欺、情報通信料の架空請求など消費生活に
関するトラブルの相談窓口。

食育【P47、65】
さまざまな経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生
活を実践することができる人間を育てること。

新型コロナウイルス感染症【P ２、４、５、12、64、89、106】
令和元（2019）年に発生し、「SARS-CoV-2」というコロナウイルスの一種に感染するこ
とで発症する感染症。正式名称はCOVID-19。

人生 100 年時代【P ８、61】
100 歳までの人生が続くことが当たり前となる時代のことを示す言葉。

森林経営管理制度【P79】
森林所有者自らが森林管理を実行できない場合に、市町村が森林管理の委託を受け、意欲
と能力のある林業経営者に再委託する制度。

スタートアップ企業【P28、29、90】
革新的な技術やアイデアを持ち、新たな製品やサービスの開発、提供を目指す企業のこと。

スマート農業【P26、87】
ロボット技術や ICTを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業のこと。

スマートライフ【P97】
デジタル技術を介して、より充実した暮らし（生活や活動など）を実現すること。
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スマートコミュニティ【P97】
情報、交通、医療、エネルギーなど、あらゆるインフラの統合的な管理を実現した快適な
生活と環境の両立を図り次世代へつなぐまちをつくること。

生活支援体制整備事業【P42】
高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生きがいを持って暮らし続けることができるよう、地
域住民や関係団体等と連携しながら、「生活支援・介護予防・社会参加」の促進と充実を
図る事業のこと。

生活排水クリーン処理率【P78】
生活排水を処理する施設には、下水道や合併浄化槽、農業集落排水処理施設などがあり、
地域特性に応じて導入可能なものが順次整備されているが、これらの処理施設による処理
人口の総人口に占める割合をいう。

生産年齢人口【P ４】
年齢人口のうち、労働力の中核をなす 15歳以上 65歳未満の人口層のことをいう。

ＺＥＨ【P84】
Net　Zero　Energy　House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略で、快適な室内
環境を保ちながら、住宅の高断熱化と高効率設備により、住宅におけるエネルギー消費量
を省エネルギー基準から２割以上削減し、さらに再生可能エネルギーを導入することで年
間の収支がゼロとすることを目指した住宅のこと。

ＺＥＢ【P40、84】
Net　Zero　Energy　Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略で、快適な室内
環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目
指した建物のこと。

創甲斐教育推進大綱【P ８、48、50、53】
本市において「甲斐市で育ち、甲斐市を育てる人づくり」を基本理念に掲げるとともに、
今後取り組むべき施策の方向等を明らかにする教育振興基本計画及び教育大綱のこと。

総合知【P ５】
多様な「知」が集い新たな価値を創出する「知の活力」を生むこと。

Society5.0【P ５】
サイバー空間の積極的な利活用を中心とした取組を通して、新しい価値やサービスが次々と
創出され、人々に豊かさをもたらす、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く人
類史上５番目の社会。
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た行
第３層協議体【P42】
地域でのささえ合い体制構築の中で、地域や地区における住民主体の助け合い・ささえ合
いの地域展開を図るための住民主体の話し合いの場。住民代表と地域にささえ合いを広げ
るために必要とされる組織の代表で構成される「甲斐市ささえ合い推進会」を第 1層協議
体、市内 11小学校区ごとに設置される話し合いの場を第 2層協議体としている。

脱炭素社会【P ５、８、83】
地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする社会のこと。

脱炭素先行地域【P ８、16、39、40、83、84、92】
2030 年度までに民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2 排出
実質ゼロを実現するとともに、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出
削減についても、我が国全体の 2030年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現す
る地域のこと。

脱炭素ドミノ【P16、40、83】
脱炭素に向けた取り組みを積極的に行う地域が基点となり、周りの地域にその活動が波及
すること。

多文化共生社会【P95、96】
国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的な違いを認め、対等な関係を築こうとしな
がら、共に生きていく社会。

男女共同参画社会【P42、96】
男性も女性も、互いに人権を尊重し、責任を分かち合い、性別にかかわりなく自らの意思
によって社会のあらゆる分野において個性や能力を十分に発揮できる社会。

地域おこし協力隊【P27、32、87、88、93】
人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域外の人材を積極的に受入れ、地
域協力活動を行ってもらい、その定住・定着を図ることで、意欲ある都市住民のニーズに
応えながら、地域力の維持・強化を図っていくことを目的とした制度。

地域型保育【P60】
定員規模が 19人以下の少人数で行われる保育事業。小規模保育事業、家庭的保育事業、
事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業に分類される。

地域共生社会【P ４、15、42、51、54、95、96】
制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地
域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民
一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。
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地域コミュニティ【P ５、41、94、95、96】
地域住民が自主的に参加し、その総意と協力により、住みよい地域社会の構築を共通の目
的として構成された集まり。

地域ブランド【P26、27、89、90、91】
地域を主に経済的な側面から捉えたときの、生活者が認識するさまざまな地域イメージの
総体。

地域包括ケアシステム・地域包括支援センター【P61、62】
高齢者が住み慣れた地域でいつまでも笑顔で安心して暮らし続けていけるよう、住まい、
医療、介護、予防、生活支援が一体的に提供される体制。さまざまな関係主体が連携・
情報共有しながら、地域の実情に応じて作り上げていくことが必要となる。地域包括支援
センターは、地域包括ケアシステム構築推進に向けた中核機関として市町村に設置する。

地域密着型サービス【P61、62】
市区町村指定の事業者が提供する、住み慣れた地域での生活を続けるための介護・介護
予防のサービスのこと。

地産地消【P84、86、87】
地域で収穫した農水産物をその地域で消費すること。

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）【P34】
企業が地方創生を応援する税制で、地方公共団体が行う地方創生の取組に対して企業が寄
附する場合、法人関係税の税額控除の優遇措置がある。

鳥獣スマート捕獲【P88】
ＩＣＴ等を活用し、農作物に被害を与える鳥獣を捕獲する取り組みのこと。

デコ活【P40、85】
二酸化炭素 (CO2) を減らす (DE) 脱炭素 (Decarbonization)と、環境に良いエコ (Eco) を
含む "デコ "と活動・生活を意味する " 活 "を組み合わせた、「脱炭素につながる新しい豊
かな暮らしを創る国民運動」の愛称のこと。

デジタルデバイド【P44】
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じ
る格差のこと。

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）【P５、29、51、52、96、99、100、102、107】
Digital Transformation の略で、デジタル技術やデータを駆使して、作業の一部にとどまら
ず社会や暮らし全体がより便利になるよう変革していく取り組みのこと。

デジタルリテラシー【P45、97】
デジタル技術に関する知識や活用方法を身に付けること。
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テレワーク【P31、93】
インターネットなどの ICTを活用し自宅などで仕事をする、働く時間や場所を柔軟に活用で
きる働き方のこと。

特殊詐欺【P74、76】
被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込み
その他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪のこと。

特定空家【P70】
保安上危険や衛生上有害などの状態で周辺の生活環境に影響を及ぼす空き家のこと。

特定外来生物【P78、79】
外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害
を及ぼすもの、又は及ぼすおそれがあるものの中から指定される。

特定健診（特定健康診査）【P63、64】
平成 20（2008）年度から国民健康保険や健康保険組合等の医療保険者が、生活習慣病
予防対策の一環として40歳から74歳の加入者を対象として実施している、メタボリック
シンドロームに着目した健康診査のこと。

特定保健指導【P64、65】
特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く生活習慣の改善による生活習慣病の
予防効果が多く期待できる人を対象にして、生活習慣を見直すために行われるサポートの
こと。

都市計画マスタープラン【P67、68】
都市づくりの将来の望ましい姿（将来像）を示し、その将来像を実現するための基本的な
方針を定めるもの。

ドローン【P43、76】
遠隔操作や自動制御によって飛行できる小型無人機。

な行
二地域居住【P30、93】
主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点（ホテル等を含む）を設ける暮らし方のこと。

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【P60】
0 歳から2歳の「未就園児」については、「未就園児」がいる子育て世帯の多くが育児で
孤立し、不安や悩みを抱えているとして、親の就労状況によらず、保育所などを柔軟に利
用できる制度のこと。
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認定こども園【P60】
就学前の児童に教育 ･保育を一体的に行う施設で､ 幼稚園と保育所の両方の良さを併せ
持つ施設。

ネウボラ【P ７、13、15、36、57、58】
フィンランドが発祥で、妊娠期から出産、子育て期までの切れ目のない子育て支援システム。
本市では、市、地 域、保育園、学校、医療機関、大学、その他の関係機関が連携しながら、
切れ目のない子育て支援を目的とした甲斐市版ネウボラ事業を推進している。

農地銀行【P26、86】
農地を「貸したい・売りたい」、「借りたい・買いたい」人の情報を登録し、市が仲介を行
う事業。

は行
バイオマス【P39、67、80、81、82、83、84、87】
生物資源（Bio）の量（Mass) を表す概念で、エネルギーや物質に再生が可能な、動植物
から生まれた有機性の資源（石油や石炭などの化石資源は除く。）のこと。具体的には、
農林水産物、食品廃棄物、家畜排せつ物、木くずなどを指す。

バイオマス産業都市【P39、80、81、82、85】
地域のバイオマスの原料生産から収集・運搬、製造・利用までの経済性が確保された一
貫システムを構築し、地域のバイオマスを活用した産業創出と地域循環型のエネルギーの
強化により、地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いま
ちづくりを目指す地域。

ハザードマップ【P74、75、76、95】
過去の災害記録や科学的な研究、実地調査などをもとに危険な場所や避難経路を地図上
に表したもの。

働き方改革【P45、52、64、98】
働く方々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現するため、長時
間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
等のための措置を講じること。

パブリックコメント【P96】
行政計画などを策定していく中で、その計画などの素案を公表し、広く市民に意見や情報
を求め、提出された意見などを考慮して決定していく制度。

ＰＤＣＡサイクル【P25】
Plan（計画 ）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）の 4段階を繰り返し、業務を
継続的に改善する手法。
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ビッグデータ【P36】
インターネットの普及やコンピュータの処理速度の向上などに伴い生成される大容量のデジ
タルデータ。

ファミリー・サポート・センター【P57、59】
育児の援助を受けたい依頼会員と、育児の援助を行う協力会員という会員同士で育児の
援助を行う地域の子育て支援のシステムを推進するセンター。

フットパス【P92】
イギリスを発祥とする「森林や田園地帯、古い街並みなど地域に昔からあるありのままの
風景を楽しみながら歩くこと。【Foot】ができる小径（こみち）【Path】」のこと。

振り込め詐欺【P74】
オレオレ詐欺や架空請求詐欺などの総称で、詐欺者が被害者に金銭を振り込ませる手口を
使う詐欺。

ふるさと応援寄附金【P33、34】
自分の選んだ自治体に寄附を行った場合に、寄附のうち2,000 円を越える部分について、
所得税と住民税から原則として全額控除される制度。また、寄附のお礼として、市外の寄
附者に対し、市特産品などの返礼品を送付している。

フレイル【P ８】
年齢とともに心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態のこと。

ペーパーレス会議【P45】
紙の書類をデジタル化し、会議を円滑に進めるためのシステムのこと。

放課後児童クラブ【P57、59】
保護者の就労等による放課後の留守家庭児童を対象に、各小学校区の児童館等の専用教
室において、家庭に代わる生活の場を提供し、適切な遊びや指導を行うもの。

防災ＤＸ【P43、76】
デジタル技術を活用して災害対応の効率化と高度化を図る取り組みのこと。

ま行
マイナンバーカード【P44、98】
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に基づき発
行される身分証明書の一つ。国民一人ひとりに12桁の番号が振られ、税や年金、雇用保
険などの行政手続に必要となるもの。
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まち・ひと・しごと創生法【P ２、３】
少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人
口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活
力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的か
つ計画的に実施するための法律。

や行
Ｕ・Ｉ・Ｊ ターン【P32、91】
都市部から地方部への人口還流現象のパターン。Ｕターンは、地方から都市に移住した人が、
再び故郷に戻ること。Ｉターンは、主に都市部から出身地とは違う地方に移住して働くこと。
Ｊターンは、生まれ育った故郷から進学や就職で都会に移住し、その後別の地方都市に移
住すること。

遊休農地【P26、86、87、88】
草木が繁茂し、農作物の栽培が行われる見込がない農地のこと。

ユニバーサルデザイン【P102】
特定の年齢・性別・国籍・心身状態の人を対象とするのではなく、さまざまな違いを越え
てすべての人のことを念頭に置いて考慮し、計画・設計することや、そのようにしたもの
のこと。

４Ｒ【P81】
リデュース（Reduse: 発生抑制）、リユース（Reuse: 再使用）、リサイクル（Recycle: 再生使用）、
リフューズ（Refuse: 拒否）の 4つの頭文字の Rをとった、ごみを出さないための活動の略。

ら行
ライフステージ【P63】
人の一生における乳幼児期・学童期・青年期・壮年期・老年期などのそれぞれの段階のこと。

リスクマネジメント【P ４】
組織や個人を取り巻くリスクを特定し、その影響を最小限に抑えるための対策を講じる一
連のプロセスのこと。

立地適正化計画【P67】
コンパクトシティ・プラス・ネットワーク型のまちづくりを推進するための土地利用計画。

Ｗｉ－Ｆｉ【P37】
パソコンやテレビ、スマートフォン、タブレット、ゲーム機などのネットワーク接続に対応した
機器を、無線（ワイヤレス）で LAN（Local Area Network）に接続する規格のひとつ。
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